
 

 

平成１５年度予算（概算決定） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

金  融  庁 

 
 

 



金融庁の平成１５年度機構・定員及び予算 

  

金融庁の任務を引き続き的確に果たすため、不良債権処理の加速、

構造改革を支えるより強固な金融システムの構築など、「金融再生プロ

グラム」（１０月３０日決定）、「改革加速プログラム」（１２月１２日経済対策

閣僚会議決定）等に盛り込まれた諸施策を迅速に実施することが喫緊の

課題となる中、１２４名の増員及び１５６億円の予算が認められた。 

 

１．機構・定員 

（１）重点分野の体制整備の概要 

①より強固な金融システムの構築 

「金融再生プログラム」や「改革加速プログラム」を受けて、不良債権処理の加

速、厳正で専門性の高い検査の実施をはじめとする諸施策を実施するために必要

な体制を整備。 

―審議官（検査担当）及び参事官（不良債権問題担当）を新設するほ

か、所要の要員を確保。 

 

②証券市場の構造改革の推進 

預貯金中心から株式・投信など直接金融へのシフトに向けて、証券市場監視体

制・機能の強化を含む証券市場の構造改革のための諸施策を実施するために必

要な体制を整備。 

―証券取引等監視委員会（現行１８２名）において、犯則事件の調査

部門を中心に、２割増の３７名（財務局の監視官部門を合わせると 

５４名）を増員し市場監視体制を強化。 



―監査に対する監視を強化するため、公認会計士監理官を新設す

るほか所要の要員を確保。 

 

③政策金融機関等に対する検査 

来年度に導入が予定されている政策金融機関及び日本郵政公社に対する金融

庁検査を実施するために必要な体制を整備。 

―審議官（検査担当）を新設（再掲）するほか所要の要員（５６名）を

確保。 

 

（２）定員 

 上記、重点分野の体制整備などのため、総計１２４名を増員。この結果、

金融庁の１５年度末定員は１，１０１名となる。 

（内訳） 

 14 年度末定員 15 年度定削 15 年度増員 増員後定員 

総務企画局 ２３９ ― １２ ２５３ 

検 査 局 ４０４ ▲２ ５９ ４６０ 

監 督 局 １５６ ▲１ １６ １７１ 

（小  計） （７９９） （▲３） （８７） （８８４） 

 

監視委員会 １８２ ▲１ ３７ ２１７ 

 

本庁・監視委計 ９８１ ▲４ １２４ １,１０１ 

（注１）金融監督庁発足時（平成１０年６月）の定員は４０３名。 

（注２）監視委員会の増員３７名と財務局の監視官部門の増員１７名を合わせると、市

場監視体制強化のため合計５４名の増員、総計４１６名体制。 



（注３）審議官（検査担当）及び参事官（不良債権問題担当）の設置に伴い、定員を検

査局（１名）及び監視委員会（１名）から総務企画局（計２名）へ振替。 

 

２．予算 

 上記増員経費を含め、総額で約１５６億円（対前年度１５．３％増）の予

算を確保。 

 なお、預金保険機構に係る政府保証枠については、金融システムの安

定を引き続き揺るぎないものとするため、５５．９兆円を確保。また、金融

機関等の経営基盤強化に向けた組織再編を円滑化するための資本増

強に関連して、別途１兆円の政府保証を確保。 

さらに、生命保険契約者保護機構に係る政府保証枠については、１５

年度以降の破綻に対応したセーフティネットが新たに整備されることを踏

まえ、９，６００億円を確保。 

 

（以   上） 

 



（単位：百万円、％）

平 成 14 年 度
当 初 予 算 額

平 成 15 年 度
概 算 決 定 額

対 前 年 度
増 △ 減 額

対 前 年 度
伸 び 率

(A) (B) (B-A) (B-A)/(A)

11,400 12,800 1,400 12.3

人　　　件　　　費 7,849 8,481 632 8.0

物　　　件　　　費 3,551 4,319 769 21.6

2,127 2,799 673 31.6

人　　　件　　　費 1,491 1,974 483 32.4

物　　　件　　　費 635 825 190 29.8

13,526 15,599 2,073 15.3

人　　　件　　　費 9,340 10,455 1,115 11.9

物　　　件　　　費 4,186 5,144 958 22.9

　　　(注) 各々の計数を百万円未満で四捨五入したため、計数が符合しない場合がある。

合　　　　　     計

金 融 庁 内 部 部 局 等

証券取引等監視委員会

区　　　　　  　　　分

平 成 １５ 年 度 　金 融 庁 予 算 の 概 要

（概算決定）



平 成 14 年 度 平 成 15 年 度 対 前 年 度 対 前 年 度
当 初 予 算 額 概 算 決 定 額 増 △ 減 額 伸 び 率

(A) （B） (B-A) (B-A)/(A)
百万円 百万円 百万円 ％

そ の 他 1,733 2,360 627 36.2

13,526 15,599 2,073 15.3

(注) 各々の計数を百万円未満で四捨五入したため、計数が符合しない場合がある。
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合　　　　　　　計

（項）経　済　協　力　費 133

区　　　　　　　分

金 融 制 度 等 調 査 経 費

検査監督手法等調査・研修経費

検 査 監 督 事 務 等 電 算 化 経 費

国 際 会 議 等 出 席 経 費

審 議 会 等 運 営 経 費

13,393

（概算決定）

△ 8 △ 5.7

11.9

110 12.7

2,081 15.5

1,115

検 査 監 督 等 実 施 経 費


